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戦後日本における社会保険中心主義の
成立過程に関する研究




























































の 4月 1 より実施されている)。また，同年 12 月 31 日には，政府から GHQに対して長期的
な救済計画が提出されており，その中では，近い将来に無差別平等を基本原則とした公的扶助
の法整備を行うことが確約されている。




度の早期実現を求める声が高まっていく。そして，1946 年 9 月 9 日，ついに生活保護法 (旧




















































































































































































こうして幹事委員会は，約 5ヵ月間にわたる審議を終え，1950 年 6 月 13 日の社会保障制度
審議会第 15回総会において「社会保障制度研究試案 (以下試案)」を公表する。「試案」が公
表されると，各方面から論評が発表されるとともに，GHQからも意見書が提出され，最終調













































































































































( 3 ) 社会保障研究所編『戦後の社会保障 資料』1968年，至誠堂，189頁
( 4 ) 当時厚生省社会局局長であった葛西嘉資が「『飲む，買う，打つ』のようなものは保護しない」と
の趣旨をサムスに説明すると，ニッコリ笑って同意を得たとのエピソードが紹介されている (厚
生省社会局保護課編『生活保護三十年史』1981 年，287頁)。
( 5 ) 社会保険制度審議会の主なメンバーは以下である。入江貴一 (恩給金庫理事長)，金森徳次郎 (元
法制局長官)，石坂泰三 (第一生命保険相互会社社長)，高木三郎 (元恩給局長)，清水玄 (元厚生
省社会保険局長)，鮎澤巖 (東洋経済新報社)，野口正三 (生命保険協会理事長)，森荘三郎 (東大
教授)，末高信 (早大教授)，園乾治 (慶大教授)，近藤文二 (大商大教授)，他 (村上貴美子『占
領期の福祉政策』勁草書房，218頁)。
( 6 ) 社会保険制度審議会では，全国民を対象とする「社会救済 (social relief)」の方向が検討されてお
り，同審議会内においても，「国民年金まで発展する様に着想すべき (園乾治)」「実行はまず軍人，
文官。…将来には拡大していくように (金森徳次郎)」などといった意見が出されている (村上貴
美子『1950 年所得保障制度体系の形成過程』1998年，筑波大学 (社会学) 博士論文，71頁を参考
のこと)。








( 8 ) 社会保険制度調査会の委員にも名を連ねる末高信，近藤文二，園幹治に，大河内一男，平田富太
郎を加えた学識経験者を中心とした社会保障に関する研究会である。
( 9 ) 前掲書『戦後の社会保障 資料』164頁
(10) ｢第二草案」では，「社会保険を以てしても，尚その最低生活を保障することの困難なる者に対し
ては生活保護によってその生活を保障する」という二階建てモデルが志向されている (『社会保険
時報 第 34 巻 号外─戦後社会保障発足期における─社会保険制度調査会についての記録』
1963 年，67頁)
(11) 第一小委員会の議事録では，中山伊知郎らが社会保障の一本化を強調している。なお，一本化へ
の方向転換がみられるのは，22 年 9 月 18日付で作成された「社会保障制度要綱 (幹事案)」以降
である (前掲書『社会保険時報 第 34巻 号外』69頁)。













『社会保険時報 第 34巻 号外』70頁)。












(19) 近藤文二・吉田秀夫『社会保障勧告の成立と解説』1950 年，社会保障調査会，82頁 (菅沼隆監修
『日本社会保障基本文献集 第Ⅱ期 被占領下の社会保障構想 第 18巻 社会保障勧告の成立と




(21) 70歳以上に達したもので 18歳以上の子や孫がない者に限定して，月額 1000円程度を給付すると
いうものがある。
(22) 社会保障研究所編『ILO．社会保障への途』1972 年，社会保障研究所，115頁
(23) 前掲書『社会保険時報 第 34巻 号外』98頁
(24) 佐口卓「戦後日本社会保障の焦点(3)─皆保険・皆年金の展開─」(社会保障講座編集委員会編
『社会保障の理論と思想 第 1巻』1980 年，総合労働研究所，92頁)
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